
「新しい時代の公益法人制度の在り方に関する有識者会議」提出資料

【法人概要】

（設立）１９３２年２月２５日

・公益財団法人に移行（２０１３年１０月１日）

（基本財産）２３５億円（２０２１年度末）

（経常収益） ９７億円（２０２１年度）

（従業員数）１，１６４名（２０２２年６月１日現在）

（各部門の概要）

〇公益事業 ・社会福祉の施設運営を中心とした事業内容

〇収益事業 ・不動産の賃貸と資金運用

〇法人運営部門 ・監査室、経営企画部、総務部、施設管理部

（目的）

本法人は、障害者、児童又は青少年、高齢者及びそれらの家族など支援を要する者

の諸問題の解決と改善に向けて必要と認める支援を行うとともに、わが国の福祉の増

進並びにだれもが暮らしやすい社会の実現に寄与することを目的とする。（定款より）
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鉄道弘済会が行っている公益事業（福祉事業）

〇障害者福祉 ・・・・・ 身体障害：義肢装具サポートセンター（根拠法：障害者総合支援法）

知的障害：総合福祉センター「弘済学園」
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〇社会福祉各分野

への支援事業

社会福祉セミナー

朗読録音奉仕者感謝の集い

「社会福祉研究」の発行

・・・

〇老人福祉 ・・・・・
養護老人ホーム：弘寿園
特別養護老人ホーム：弘済園
ケアハウス：弘陽園
デイケアセンター（2）

〇奨学金 ・・・・・ 社会福祉を目指す人
本法人施設卒園生・在園生

〇児童福祉 ・・・・・認可保育所、認定こども園（24）（根拠法：子ども子育て支援法
児童福祉法

児童養護施設：札幌南藻園 （根拠法：児童福祉法

（ ）内の数字は施設数

社会福祉法人東京弘済園が運営

〇児童福祉 ・・・・・認可保育所：弘済保育園

[公１]

[公2]

[その他]

（根拠法：老人福祉法
介護保険法

（根拠法：児童福祉法

運営施設 計 ３３箇所

（根拠法；児童福祉法
障害者総合支援法



専門性と先駆性の強化

組織強化と人材育成の推進

公益事業

法人運営

自立型財団として、社会から真に必要とされる福祉サービスを
自ら保有する資産の運用により提供する
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不動産賃貸事業の
収益力強化・拡大

収益事業

２０２１年度決算ベース ※端数切捨て

経常増減額 経常外増減額
一般正味

財産増減額

公益目的事業 △１７億円  ０億円 △１７億円

収益目的事業 １９億円 △８億円 １１億円

法人部門 △２億円 ０億円 △２億円
  ※公益会計基準に基づき算出

法人合計 △０億円 △８億円 △８億円

みなし寄付金

１２億円
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収支相償 公益目的
事業比率

遊休財産
保有制限

公益の費用

7,108
5,954

適合

公益の費用

7,462

5,527
公益の収入

1,226 

みなし寄付金
(97.6%)

＞ 50
%

75.7
%

公益の費用

7,108 2,276

収益・法人
の費用

⇒

使途の定まっ
ていない財産

＞

適合

公益の費用

7,108

公益財務３基準の状況（２０２１年度）

適合

＞

(単位:百万円)※端数切捨て



【今後に向けての要望】

鉄道弘済会は、これまで築き上げてきた不動産等を元手にした収益を活用し
て、様々な福祉ニーズに対応した事業を展開してきた。

今後も利用者や地域に密着した社会環境に合わせた更なる福祉サービスの拡
充とそのための収益基盤の拡充に努めていきたいと考えている。そのために、
以下の内容についてご検討いただくようお願いしたい。

（公益３基準）

・社会、経済情勢に左右されがちな独自の収益基盤を持ちつつ福祉サービスを展開し

ている当会の特性上、短期的な環境の変化に左右されず運営してくために、公益３

基準の適用においては中長期的な視点でのより柔軟な運用をお願いしたい。

〇公益目的事業比率

・福祉の質の拡充のためには多様な収益事業の展開を行っていく必要があると考えて

おり、公益目的事業比率を意識することなく取り組めるようお願いしたい。

〇遊休財産規制

・安定した運営を確保するために事業費１年の基準の見直しをお願いしたい。

（例：３年）

・災害や天変地異等の大規模な異常時でも福祉サービスを維持できるよう一定の用途

制限を付した予備的な積立の制度の検討をお願いしたい。
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【今後に向けての要望】

（公益認定について）

・多様な福祉ニーズに迅速に対応するために国や地方自治体からの許認可により新た

に実施する福祉事業は認定手続きではなく届出で対応できるようお願いしたい。

（その他）

・多様な福祉事業を展開していくために福祉、介護、教育、医療等がより連携できる

仕組みの検討をお願いしたい。

・事業上の関係が深い社会福祉法人の福祉サービスの更なる質の向上を図るため、社

会福祉法人等の法人との一体的な運営が可能な仕組みの検討をお願いしたい。
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